株式投資契約

株式会社○○（以下｢甲｣という）と、株式会社△△（以下「乙」という）は、本契約条項に従った甲による乙の株式の取得及び同社の運営に関して、以下のとおり契約（以下「本契約」という）を締結する。

第１条（定義）

本契約において、以下の各用語は、次の定義に従い使用されるものとする。

（１）「本払込期日」とは、第２条記載の払込期日をいう。

（２）「本株式」とは、次条に従い乙が第三者割当増資により甲へ発行する乙の普通株式を意
味する。

（３）「本会社事業」とは、本契約締結日現在において乙が営む事業及び乙が今後営むことを
予定している事業をいう。

第２条（株式発行）

乙は、下記の要領で甲に対し第三者割当増資の方法による新株発行を行い、甲はこれを引き受
ける。

記

発行株式数

普通株式　１０，０００株

割当方法

第三者割当増資により、甲に１０，０００株
（払込金額総額金　１，０００，０００円）割り当てる
発行価額

１株につき金１００円

払込期日

令和元年○月○日
払込金額

金１，０００，０００円
払込を取扱う銀行　　××銀行 ××支店
　　　　　　　　　　普通　１１１１１１１　株式会社△△
第3条（表明及び保証）

甲は、乙に対し、下記の事項を約し、真実であることを表明し、保証する。

（１）　基準日（租税特別措置法施行規則（昭和３２年大蔵省令第１５号）第１８条の１５第
　　　９項第１号イに規定する基準日（個人が租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第
４１条の１９の規定（以下「寄附金控除に係る規定」という。）の適用を受けようとす
る場合には、租税特別措置法施行規則第１９条の１１第７項第１号に規定する基準日を
いう。以下同じ。）において、租税特別措置法施行令（昭和３２年政令第４３号）第２

５条の１２第１項第１号から第７号までに掲げる者（甲が寄附金控除に係る規定の適用
を受けようとする場合には、同令第２６条の２８の３第１項第１号から第７号までに掲
げる者）に該当しないこと。

（２）　乙から与えられた租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第２９条の２に
　　　規定する新株予約権に係る同条第１項本文の規定の適用を受けないこと。
（３）　株式を取得した時以後に、保有する株式の数に変更を生じさせる事実が発生したと

　　　きには、当該事実の内容、当該事実の発生した年月日、当該事実により変更のあった

　　　株式の数及びその他参考となるべき事項について乙に報告すること。

　２　乙は、本契約締結日現在において、甲に対し、下記の事実が真実であることを表明し、
保証する。

（１）　乙は、日本国の法律のもとで適法に設立され、有効に存続する株式会社であり、本会
　　　社事業を行うために必要な全ての法的権限を有している。

（２）　既に発行されている乙の株式は全て有効かつ適法に発行されている。甲は、本払込期
日の翌日において、何らの担保権等の負担なしに本株式についての完全な所有権を取得
する。

（３）　乙は、本契約を締結し、本契約に従ってその義務を履行する権限を有しており、また、
本契約の締結に必要となる全ての手続を完了している。
乙による本契約の締結及び履行は、
（i）法令又は乙の定款その他の社内規定のいずれにも違反するものではなく、
（ii）乙が当事者となっている何等の契約にも違反し又はその債務不履行を構成するも
のではなく、かつ、

（iii）裁判所、関係官庁等の判決、命令、判断等に違反するものではない。

　　３　乙、乙の特別利害関係者、株主及び取引先等が、反社会的勢力またはこれに準ずるもの
（以下「反社会的勢力等」という）ではない。
反社会的勢力等に資金提供もしくはそれに準ずる行為を通じて、反社会的勢力等の維持、
運営に協力または関与していない。
反社会的勢力等と交流をもっていない。さらには、将来においても一切関係を持たない。なお、本契約において、特別利害関係者とは、役員（役員持株会を含む）、その配偶者及
び二親等内の親族、これらの者により発行済み株式数の過半数が所有されている会社並びに関係会社及びその役員をいうものとする。
４　乙は、乙の知り得る限り、本会社事業を運営するために必要な全ての関係官庁の許認可
及び免許を有しており、かかる許認可及び免許並びに全ての法律を遵守してかかる業務を
行っている。

５　乙は、乙の知り得る限り、本会社事業を行うために必要な［特許、実用新案権、商標権、
著作権、意匠権、営業秘密及びその他の知的財産権］（以下「本知的財産権」という。）を
保有しているか、かかる権利を使用しうる権利を有している。

６　乙は、甲に対し、以下の事項を約し、真実であることを保証する。

（１）　第１項第１号に掲げる事項を確認した場合には、租税特別措置法施行規則第１８条の１５第８項第２号に掲げる書類（甲が寄附金控除に係る規定の適用を受けようとする場合には、同令第１９条の１１第７項第２号に掲げる書類）を作成し、甲に交付すること。

（２）　基準日において、中小企業等経営強化法律施行規則（平成１１年通商産業省令第７４号。以下「規則」という。）第３条第１項各号に掲げる要件に該当するものであること。

（３）　甲が寄附金控除に係る規定の適用を受けようとする場合には、基準日において、規則第４条の２第１項各号に掲げる要件のいずれかに該当するものであること。

（４）　基準日以後遅滞なく、規則第５条に規定する手続（甲が寄附金控除に係る規定の適用を受けようとする場合（乙が同令第４条の２第１項の確認を受けていない場合に限る。）には、同令第５条の２に規定する手続）を行い、同令第５条第４項に規定する確認書を甲に交付すること。

（５）　租税特別措置法施行規則第１８条の１５第８項第３号に掲げる明細書（甲が寄附金控除に係る規定の適用を受けようとする場合には、同令第１９条の１１第７項第３号に掲げる明細書）を作成し、甲の求めに応じて交付すること。
（６）　次の何れかに該当することとなったときはその旨を証する書面を作成し、甲に交付すること。

①清算の結了又は特別清算の結了があったとき。

②破産法（平成１６年法律第７５号）第３０条第１項に規定する破産手続開始の決定があ
　ったとき。

③発行する株式が金融商品取引法（昭和２３年法律第２５号）第２条第１６項に規定する
　金融商品取引所に上場又は同法第６７条の１１第１項に規定する店頭売買有価証券登録
原簿に登録されたとき。

（７）　第１号から第６号までに掲げるもののほか、甲が租税特別措置法第３７条の１３、第３７条の１３の２又は第４１条の１９の規定の適用に関し必要な情報の提供及び書類の交付を行うこと。
第４条（払込義務の条件）

甲の本払込期日における払込義務は、以下の全ての条件が充足されることを条件とする。
但し、甲はかかる条件の何れをも、その裁量において放棄することができる。

①　乙の第３条における事実の表明及び保証が、本払込期日において改めてなされたとしても、
本払込期日現在において真実かつ正確であること。

②　乙が、本払込期日以前において履行し又は遵守すべき本契約上の全ての合意又は約束を履
行又は遵守していること。

第5条（払込）

前条に掲げる条件が充足されることを条件として、甲は本払込期日に本株式の取得に必要な払
込金全額を、第２条記載の払込取扱銀行に払い込むものとする。

第6条（通知）

乙は、乙に係る次の事項について、その決議機関で決定をする場合、かかる決定をする日（その決議機関が株主総会の場合には、当該株主総会の招集を決定する取締役会開催日）の１週間前までに、決定すべき事項の概要を甲に書面により通知する。

（１）定款の変更

（２）会社の解散、破産、民事再生、更生手続き、整理開始または担保権実行の申立

（３）配当または中間配当

２　乙が、前項に該当する事項を除き、乙に係る次の事項が発生、認識、決定もしくは予見で
きた場合、直ちに当該事項の概要を甲に書面により通知する。
（１）株式公開予定時期、公開予定市場が決まった場合
第7条（準拠法）

本契約は日本法に準拠し、同法に基づいて解釈される。

第8条（合意管轄）

本契約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審専属的管轄裁判所とすることに合意する。

本契約の成立を証するため本書2通を作成し、甲乙記名捺印のうえ各１通を保有する。

令和元年○月○日

（1） 東京都○○区○○一丁目１番１号

株式会社○○
代表取締役　○○　○○
（2） 東京都○○区○○二丁目２番２号

株式会社△△
代表取締役　○○　○○
募集株式申込証

株式会社○○
代表取締役　○○　○○　殿

貴社の定款並びに募集事項を承認の上、以下の株式を引き受けたく申し込みます。

１　（商号）　株式会社○○
２　引き受けようとする募集株式の数　　１０，０００株

３　一株当たりの金額　１００円
４　払込合計金額　　　金１，０００，０００円

令和元年○月○日

東京都○○区○○二丁目２番２号

株式会社△△
代表取締役　○○　○○

